全国統一行動の前進にむけたメッセージ

　全国の組合員の皆さん。2017春闘3.17自治労全国統一行動に結集し、全力でたたかいを進めていただいていることに敬意を表するとともに、自治労中央闘争委員会を代表して、たたかう決意を申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　連合は2017春闘においても、すべての働く者の賃金の「底上げ・底支え」「格差是正」を重点課題に掲げ、取り組みを進めてきました。今春闘の交渉は最初のヤマ場を迎えています。3月15日の集中回答日に、先行する民間大手は前年の妥結額を下回ったものの、４年連続のベースアップの実施や年間一時金の前進回答を引き出しました。米・トランプ政権の動向など世界の経済・社会情勢が不透明な状況の下、昨年までの賃上げ実績に比べると厳しい内容となりましたが、一方で、非正規の一時金大幅増額や、働き方改革の一環として長時間労働の是正など労働環境の改善などの成果も出ています。労働者の生活改善のためには、こうした先行組合の結果を未組織の労働者を含めた働く者全体に波及させ、継続した賃金引き上げを実現していかなければなりません。
自治労は、第152回中央委員会で2017春闘方針を確認し、①公務員賃金の改善、②地方財政の確立、③よりよい地域医療・福祉にむけた春闘の取り組み、④格差是正と公正なワークルールを確立する取り組みの４つを重点課題と位置づけ、春闘期の交渉を進めてきました。この交渉結果を踏まえ、賃上げをはじめとする要求基準の実現にむけ、人勧期そして今秋の自治体確定闘争までを見据えた取り組みを継続していく必要があります。

　また、政府は、臨時・非常勤等職員の任用根拠の明確化や期末手当の法定化などを含む地方公務員法および地方自治法案を閣議決定し、第193回通常国会に提出しました。提出された法案は不十分な内容であるものの、課題解決にむけた一歩として、法案成立にむけて協力政党、協力国会議員らと連携し、積極的な取り組みを進めます。さらに、今春闘期においても、臨時・非常勤等職員など非正規労働者の処遇改善を求めていきます。
　今春闘では、加盟する全単組の3.17統一行動への結集を提起し、これを背景として各単組は全力で交渉を進めてきました。引き続き、公務員連絡会に結集し、3月24日の人事院総裁交渉、国家公務員制度担当大臣交渉で、春季段階における誠意ある最終回答を引き出します。
連合に結集するわれわれの力で、すべての労働者の処遇改善の取り組みが大きな実を結ぶよう、また、安心して働くことのできる社会が実現できるよう、最後までたたかう決意を明らかにし、皆さんへの連帯のメッセージといたします。
ともにたたかいましょう。
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